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はじめに：――Universal  Basic  Educat ion  (UBE)計画 
 新生オバサンジョ政権が４カヶ月を迎えた 1999 年９月、初等及び前期中等教育９年間の無
償・義務化計画を発表した。これが Universal Basic Education (UBE) scheme である。奇し
くも同じオバサンジョが６年間の初等教育無償化を打ち出した Universal Primary Education 
(UPE)から 23 年の歳月が流れていた。  
 本章では、この UBE を軸に、国民生活の根幹に関わる基礎教育の現状と課題を探ることに
する。  
 











UPE の背景としては、具体的には以下のような事情が関係している。  
①  1961年５月、UNESCO アフリカ教育会議（Addis Ababa, Ethiopia）で以下のように宣




③ 1972年 Somade report（1970 年連邦軍事政権の設置した教育委員会の報告書） : 無償
義務教育を求める国民大衆の声が強まる。  
④ 1970年代オイル・ブームによる国家財政のゆとり＝UPEの連邦政府負担を可能とする。  
⑤ 識字率の南北格差の拡大 :1970 年当時の識字率は、全国平均 35%、北部地域 7%、中部地
域 26%、南部地域 62%、特にラゴス州 95%となっていた。  
そしてさらに先駆的な試みとして、  


















の対象児童数見積が 230 万人だったのに対して、実際には 299 万人、約 31％の過剰となった。
このことは、児童一人当たりにかかる経費が跳ね上がるのみならず、ただでさえ不足していた
教員や教室を急遽補充しなければならないことを意味していた。  
 一方 UPE に先立って実施された前項⑥の旧西部・東部州の同種プログラムの経験を全く学
んでいないという批判もあった。すなわちそれぞれのプログラムとも開始後数年で崩壊してし



































（４） 結末  
 以上のような状況から容易に推察できるように、UPE はその目標を達することなく消えて
いった。  
 その後引き続く石油収入減により、連邦政府は 1978 年以降 UPE 財源を連邦のみならず、
州、地方、及び教育委員会の共同出資とした。これは連邦政府が UPE から部分的に撤退した
ことを示し、その時点まで「UPE＝連邦プロジェクト」という誤解を払拭できなかったことか





l 初等教育就学者の増大  
l 国民大衆の教育への覚醒を促進  
l 教育における南北格差の部分的縮小に貢献  
などがあげられ、特に初等教育就学者数の増大は表１に見るように、1973 年の UPE 実施前に
比べ、約 15 年後の 1986 年には４倍近く上昇したのであった。  
 
表１ 初等教育就学者数の推移          （人）  
 









出所）Aiyepeku, T.F. 6-3-3-4 System of Education in Nigeria, p.29 より、  

























 1970年代後半から始まった UPE と、今年宣言された Universal Basic Education (UBE)と
の間に、23 年のブランクがあるのは先述の通りである。ここでは、その間のナイジェリア教
育指標をいくつか取り上げて、現在の UBE 開始に至るまでの教育状況を概観する。  
 
１．小学校就学率の推移 














































































































































Akinkugbe,0.0., “Nigeria and Education”,1994.p.64 より  
原資料は Federal Ministry of Education Statistics Division, ”Statistics of Education in 





























































































出所）Akinkugbe,0.0., “Nigeria and Education”1994.p.62 より  








な州のみであった。特に 88/89 学年では全国平均の 43.2％に対して、北部諸州は何れもその水
準に達しなかった。この中学進学に関しても南北格差が明らかとなった。  
















































































注）ナイジェリア全国平均：87/88 進学率 46.2%；88/89 進学率 43.2% 
出所）Akinkugbe,0.0., ”Nigeria and Education”,1994.p.90 より  























































































出所）UNDP Nigeria,”Nigerian Human Development Report 1996”, 1997,UNDP, Nigeria, 
p.49, p.99. Nigeria Poverty Assessment,Population and Human Resouces Division,West 













に関しても、国内での宣言は 23 年前の UPE と同じくソコト州で９月に行われたが、国際的な
パフォーマンスとしては、11 月に開かれた UNESCO 総会の場を積極的に活用した。その含意
として例えば、以下のようなものがある。  
① Education for All (EFA): UNESCO 等が提唱する EFA プログラムへの積極的な関  
  与として UBE をアピールする。  
さらにこの UBE を実績あるいは足がかりとして  
  
② UNESCO 理事会への立候補 : 国際社会への完全復帰と、UNESCO をはじめとするド  
ナーの資金提供の獲得を目指す３、といったことが考えられる。  
それは逆に言えば「外堀を埋めて退路を断つ」という決意ともとれなくもなく、もしそうであ




 再三触れているように、オバサンジョ政権は 1999 年９月ソコト州において、初等（６年）
＋前期中等（３年）＝９年間の教育の無償化及び義務化を発表した４。  
主な計画の内容としては、  
① すべての学齢ナイジェリア児童に、無償の基礎義務教育を提供する。  
② 国民全体に教育機会を提供することで、出来るだけ早く識字率向上を図る。  
③ 市民全体の教育に対する信用を回復し、社会移動の手だてとしての機能を強化する。  
④ 関連分野の活用や効率化を通じて、公教育制度からの drop-out を減少させる。  
⑤ 多様な手段や方法（TV 等）を通じて、drop-out 児童や学校に通うことの出来なかった青
年達に補完教育の機会を与える。  














②  識字率の向上：2003 年までに現在の州内平均識字率 15％を 50％にまで高める。  
③  具体的方法  
l 伝統的首長層の協力を得る＝親の態度に変化を与える。  





l 公教育制度（西洋式教育）＝「反イスラム洗脳教育」という誤解を解く。  
  
l 1,000 人の識字学級講師の採用。  








（２） アダマワ州の事例６  
l 州内のある中学校では、８名の正規教員と４名の大学生非常勤講師に対して、1,540   
名の学生がおり、教員－生徒比率は１：192.5 になってしまう。  
l この中学校では、現在教科書は生徒負担であり、さらにその上で各学期の授業料 135
ナイラを徴収している。  
l 一方州教育省職員は 24,000 人おり、総経費約２億 1,000～2,000 万ナイラのうち、１





（３） ナイジャー州７  
l ナイジャー州は、面積的には国内屈指の規模だが、人口密度は低い。そのため、学校  
  配置に苦慮している。UBE 実施に際してこの状況を考慮し、特に初等教育については、
連邦政府からの巨額の補助に期待を寄せている。  
l 一方、州政府としては中学校整備に力点を置く考えを示した。  
l しかしたとえ 100 万ナイラ投資したとしても、わずか 50 人の児童が、西アフリカ中  





UPE の例を挙げるまでもなく大変危険な兆候である。  
 
（４） ラゴス州８  
l UBE 実施に際して、州内 100 校の小学校の補修・改築に 50 億ナイラ必要と試算し、 






l 教員－児童比率は、設備面の不備だけでなく、教員数の絶対的不足にも起因している。  












 ナイジェリア国内紙 Post Express 社は、10 月 18 日の週に、UBE に対する国民の意識を知
るために全国世論調査を実施した９（表２）。  
 
表２ UBE 世論調査結果  
  
UBE に賛成  887 人（80.1％）  
反対・懐疑的  215 人（19.4％）  
分からない     5 人（  0.5％）  
合計  1,107 人  
    
 出所）Post Express, 1999 年 10 月 25 日付より作成  
 




（２） 教員の窮状  




















いうのである 11（表３）。  
 
 
表３ 連邦総合技術学校及び同教員養成大学入学者数の変化  
(人)        
1997 年   189,000 
1998 年  163,000 
1999 年  120,000 
 このうち教員養成系のみ   5,176 
    
出所)The Guardian Nigeria, 1999 年 11 月 28 日付より作成  
 
 さらに全国的にみて少なくとも 30 万人の教員が必要とされていながら、ナイジェリア全土
の教員養成大学すべて合わせた在籍数が、わずか 10 万 5,000 人にとどまっている 12という。  
 
（４） 教員養成対策  
  こうした状況に対して、UBE ミニ・サミットでは以下の様な採用及び給与負担に関する分
担が確認された 13。  
l 小学校＝地方教育委員会  
l 中学校＝連邦及び州政府  
l 成人識字学級＝連邦、州及び地方政府  
l 遊牧民対象教育＝連邦政府  
  さらに学校施設整備に関しての分担は、  
l 小学校＝連邦（75％）、州（25％）  
l 中学校＝連邦（25％）、州（75％）  
l 成人識字学級＝連邦（25％）、州（50％）、地方（25％）  
l 遊牧民対象教育＝連邦（100％）  
  また教材・教具の負担は、  
  
l 小学校＝連邦（100％）  
l 中学校＝連邦（50％）、州（50％）  
l 成人識字学級＝連邦（25％）、州（50％）、地方（25％）  








そこで以下のように、様々な立場から UBE に対して代替案や修正案が提示されている。  
 
（５） UBEに対する代替案 
 例えば Niger ナイジャー州教育技術委員会のウマール委員長は、「もし適切な設備が整わな
ければ、UBE は成功しない。それよりも全国展開する前に、パイロット・プロジェクトとし
て、いくつかの重点地域、学校を選び、すべての資源を集中させて施行した方が、効率が良い
のではないか」と述べている 15。  
 またストライキなど強硬な手段を行使する大学教員組合（ASUU: Academic Staff Union of 
University）は、９月に発表された UBE に対して、「今拙速に実施に移すよりも、大学を含
めた教育セクター全体の建て直しを図ってから始めるべき」であるとして、24 カヶ月間の計
画凍結を呼びかけた 16。  



























1 この節は主として T.F. Aiyepeku, T.F. 6-3-3-4 System of Education in Nigeria, Ibadan :NPS 
Educational Publishers, Ibadan, Nigeria を参考にした。  
2  The Guardian Nigeria, 1999 年 12 月２日付。  
3  Panafrican News Agency, 1999 年 11 月５日、12 月８日付、及び The Guardian Nigeria, 
1999 年 11 月 11 日付。  
4  Post Express,1999年９月 29 日付、The Guardian Nigeria, 1999年 10 月１日、13 日及び 12
月 2 日付、Panafrican News Agency, 1999 年 11 月５日付、等。  
5 The Guardian Nigeria,1999 年  10 月 28 日、31 日及び 11 月 26 日付。  
6 同上。  
7 The Guardian Nigeria, 1999 年  11 月 11 日付。  
8 The Guardian Nigeria, 1999 年 11 月３日付。  
9 Post Express, 1999 年 10 月 25 日付。  
10 The Guardian Nigeria, 1999 年 10 月 20 日付。  
11 The Guardian Nigeria, 1999 年 11 月 28 日付。  
12 The Guardian Nigeria, 1999 年 12 月２日付。  
13 同上。  
14 同上。  
15 Post Express, 1999 年 10 月 20 日付。  
16 Post Express, 1999 年 10 月 28 日付。  
